
宮崎県トライアル購入事業者認定制度実施要綱

平成１９年１１月５日

商工観光労働部商工政策課

（目的）

第１条 宮崎県トライアル購入事業者認定制度は、新規性、独自性等がある優良な製品等

（公共工事に係る材料、製品等は除く。以下「新商品」という ）を生産する県内の中。

小企業者等（以下「事業者」という ）を知事が認定し、県の機関が購入し、使用後に。

新商品の有用性の評価を行うことにより、中小企業者等の販路開拓を支援し、県内産業

の振興を図る。

（申請要件）

第２条 本事業に申請できる事業者は、次に掲げる各号の全ての基準を満たす者とする。

(1) 県内に主たる事業所を有する中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第

２条第１項に定める中小企業者又は県内の自治体の誘致により県内に進出した企業

(2) 県税の滞納がないこと。

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団及び第６号に規定する暴力団員でないこと。また、これら暴

力団及び暴力団員と、密接な関係を有していないこと。

（実施計画の認定申請）

第３条 認定を受けようとする事業者は 次の各号に掲げる事項について記載した計画 以、 （

下「実施計画」という ）を策定し、認定申請書（様式第１号）により、知事に申請す。

るものとする。

(1) 新商品の内容

(2) 新商品の生産の目標

(3) 新商品の生産の実施時期

(4) 新商品の生産の実施方法並びに実施に必要な資金の額及び調達方法

２ 前項の申請書には、次の書類を添付する。

(1) 定款（法人に限る ）。

(2) 最近２営業期間の決算書及び営業報告書（これらがない場合は、経営状況及び事業

概要の分かる資料）

(3) その他新商品に関する資料

(4) 県税の納税証明書（未納がない証明）

（トライアル購入認定審査会の設置）



第４条 知事は 実施計画等を審査するため 宮崎県トライアル購入認定審査会 以下 審、 、 （ 「

査会」という ）を設置する。。

（事業者の認定）

第５条 知事は、事業者から申請書が提出されたときは、審査会の審査結果を踏まえて、

実施計画が次条に定める認定基準のいずれにも適合すると確認したものについて、当該

事業者を認定する。

２ 知事は、前項により事業者を認定したときは、すみやかに宮崎県トライアル購入事業

者認定制度認定通知書（様式第２号）により通知する。また、事業者を不認定としたと

きは、宮崎県トライアル購入事業者認定制度不認定通知書（様式第３号）により、継続

、 （ ）審査としたときは 宮崎県トライアル購入事業者認定制度継続審査通知書 様式第４号

により通知する。

３ 第１項による認定の期間は、認定の日からその日の属する年度の翌々年度の３月末日

までとする。

（事業者の認定基準）

第６条 前条第１項の認定基準は次のとおりとする。

(1) 当該新たな事業分野の開拓に係る新商品が、既に企業化されている商品とは通常の

取引において若しくは社会通念上別個の範疇に属するもの又は企業化されている商品

と同一の範疇に属するものであっても既存の商品とは著しく異なる使用価値を有し、

実質的に別個の範疇に属するものであると認められること。

(2) 当該事業に係る新商品が技術の高度化若しくは経営の能率の向上又は住民生活の利

便の増進に寄与するものであると認められること。

(3) 新商品の生産の実施方法並びに実施に必要な資金の額及び調達方法が適切なもので

あると認められること。

(4) 当該新たな事業分野の開拓に係る新商品について、県の機関の購入が見込まれるこ

と。

(5) 実施計画が関係法令に違反しないこと。

(6) 実施計画が公序良俗に反しないこと。

（実施計画の変更）

第７条 認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という ）が実施計画を変更しようと。

、 （ ）するときは 知事に宮崎県トライアル購入事業者認定制度変更認定申請書 様式第５号

を提出し、知事の認定を受けなければならない。

２ 知事は、認定事業者から変更認定申請書が提出されたときは、変更後の実施計画が前

条にいずれにも適合することを確認する。

（認定の取消し）



第８条 知事は、認定事業者が次に掲げる事項のいずれかに該当すると認める場合は、そ

の認定を取り消すことができる。

(1) 認定事業者が、第２条第１項の申請要件に適合しなくなったとき。

(2) 認定に係る新商品が、第６条に定める認定基準に適合しなくなったとき。

(3) 偽りその他不正の手段により認定を受けたことが判明したとき。

２ 知事は、前項の規定により認定を取り消したときは、速やかにその旨を認定事業者に

通知する。

３ 第１項の認定の取消しによって、県又は事業者に損失が生じたときは、その損失は事

業者側の負担とする。

（新商品の評価）

第９条 新商品を購入・使用した県の機関は、一定の使用期間後に新商品の有用性等につ

いて、審査会に対して報告を行う。

２ 審査会は、新商品を使用した県の機関から提出される使用報告を基に、その有用性等

について評価を行う。知事は、審査会の評価結果を踏まえ、新商品の評価結果を当該事

業者に通知する。

（報告等）

第10条 知事が、必要と認めるときは事業者に対して、実施計画の遂行状況についての報

告を求めることができる。

２ 事業者は、実施計画に係る事業を中止したときは、知事に対し届け出なければならな

い。

（県の責務）

第11条 県は、物品の購入等を行う場合は、認定事業者が生産する新商品の性能、品質等

について考慮し、その優先的な購入に努める。

（庶 務）

第12条 本制度の認定に関する庶務は、商工観光労働部商工政策課において処理する。

（その他）

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、平成１９年１１月５日から施行する。

附 則



この要綱は、平成２１年５月１３日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２３年６月１５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和元年１１月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年６月３０日から施行する。


